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｢アロウの一般不可能性定理｣とその政治学的含意

大 谷 和

Ⅰ アロウの一般不可能性定理の表によ Ⅲ アメリカ民主主義の原理との関連性

る証明 Ⅳ 緒 論

l 7ロウの一股不可能性定理の公理と 参 考 文 献

条件の政治学的含意

アロウの一般不可能性定理は,アロウの研究の中で,特異な位置をしめているoアロウの一

般均衡論の議論や ｢市場の失敗｣開愚に比べると,経済学に関係しているものかどうか,論議

が多い｡Samuelson〔4〕は,数理政治学に属するものとしている｡この小論では,アロウの

この定理が,どういう意味で政治学原理 (特にアメリカ流の民主主義の原理)に基礎をおいて

いるか,を検討することを主な目的としている｡

Ⅰでは,アロウの一般不可能性定理の,表というわかりやすい視覚的方法による証明をおこ

ない,Eでは,アロウの一般不可能性定理の2つの公理,4つの条件の政治学原理との関連性

をたずね さらに,われわれが試みる,パレー ト原理条件 (条件 2),独立性条件 (条件 3)

が成立しない場合の表による証明を示す｡町では,これらの公理と条件がアロウの母国アメリ

カの民主主義原理によって,いかに影響されているかを述べる｡

Ⅰ アロウの一般不可能性定理の表による証明

アロウの一般不可能性定理はArrow 〔1〕で,まとまった形で示されているが,この小論

では,この定理の,よりわかりやすいFeldmam〔2〕〔3〕による表による証明を示す｡

アロウの一般不可能性定理は,次の4つの条件と2つの公理と,社会的選択関数から構成さ

れており,それぞれを以下のように定義する｡

1.4つの条件,2つの公理,社会的選択関数,の定轟

4つの条件

〔キー･ワ-ズ〕

アロウの一般不可能性定理,アメリカ民主主義の原理
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(1)定義域の無制約性条件 (これからは条件1と呼ぶことにする)

社会的選択関数を導くための基礎となる個々人の選好がこの関数の定義域を形成していく

のであるが,この個々人の選好には,どんな制約を設けないということを意味する｡この無

制約性を緩和すると,単峰性,2つのグループに分離される選好性,対立的な選好性,タ

ブー型選好性などという諸性質を満たす個々人の選好を考える場合には,アロウの定理が修

正可能となるかどうかという問題や,アロウの定理の1変形であるセンのリベラル ･パラ

ドックスの問題が生じる｡Feldman〔3)では,この条件がおかれる理由として(》許容でき

る個人選好と,許容できない個人選好との違いを明確に区別することの困難なこと,②この

条件をかなり濃和しても,やはりアロウの定理が成立すること,を挙げている.

(2) パレー ト原理条件 (条件2と呼ぶ)

その社会の全ての人々が,全員一致で,ある社会状態 (選択対象)Xは社会状態yよりも

よりよいと選好するならば,社会的順序においても,Xをyよりもよりよいとしなければな

らないということを意味する｡民主主義を是認する立場からは当然成立しなければならない

条件であるが,他人との微妙な差異を当然のこととする自由主義の立場からは,全貞一致は

ど魅端でないにしても,これに近い社会状況は,少数派の意見の軽札 無視を生じさせるこ

とになりやすく,必ずしも承認できない条件であるし,自由主義社会の現実を無視する条件

でもある｡このような社会的な意味合いを持つこのパレート原理条件は,自由主義の条件を

示して議論しようとするセンのリベラル･パラドックス問題と関連する｡また,個人の選好

を制約するという点では,条件1とも関連してくる条件であるC条件2は全員一致を社会的

に合法性を持つものとして,｢多数派の専制｣を招く可能性がある問題の多い条件でもある｡

(3) 無関係な選択対象 (-社会状態)からの独立性条件 (条件 3と呼ぶ)

ある一部の選択対象の間での社会的選択が問題になっている時には.その選択は,それ以

外の選択対象の存在によって影響されてほならないという条件である｡より具体的には,社

会状況3,y,Z･･･のうち,xとyのいずれがよりよいか悪いかを社会的に決定しようとして

いる晩 それは各個人の,I,y間の選好のみにもとづいて決定されねばならないということ

を意味する｡Feldman〔3〕は,アロウの定理を構成している4つの条件,2つの公理のう

ちで,この条件3ほ最も批判されるべき点があるものとしている｡社会的選択の決走という

からには,他人の意向の考慮をしながら,個々人が自らの選好を表現することが多いわけで,

アロウの一般不可能性定理の数学的証明には,このⅠでわかるが強力な役割を果たす条件に

なっている反面,アロウの定理を現実開題に適用する時には障害となりやすい条件である｡

また,この条件からは,他人の意向を考慮して,自己の選好を不正直に表現することにより,

社会的決定を自己に有利なようにしようとする個々人の不正操作可能性間置が関連してくる.

またアロウの定理の現実的適用として多数決による社会的決定方法を考え,その投票法とし

てWeIghtVoting(第 1位の選択対象にはm点,第2位の選択対象にはm-1点,･-･･とい
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う形で重みをつけて,順位を決める方法)を採用した時,この独立性条件はいとも簡単に破

壊されてしまうことは容易に証明される｡

(4)非独裁性条件 (条件4と呼ぶ)

社会的選択の決定は,ただ1人の個人による選好によって決定されてはならないという条

件である｡すなわち,その独裁者以外の個々人の選好にかかわりなく,独裁者が社会状態E

を,他の社会状態yよりもよりよいとすれば,社会的順序もxをyよりよいとなるような

独裁者の存在を排除するという条件である｡国民主権を正しいとする民主主義の政治理静か

らは当然の条件と考えられている｡Feldman〔3〕は,この条件がおかれる理由として,①

各個人にとって最悪の敵が独裁者ならば,耐え難い政治体制になること,②独裁者のみの選

好は,そもそも社会的選択の決定ではなく,個人的選好であること,の2点を挙げている｡

アロウの定理を回避するために,次にあげる,2つの公理のうちの推移性を緩和すると,口
で述べるように,アロウの定理からでてくる,この独裁者の存在は,寡頚支配グJt,-プの存

在,拒否権所有者の存在 (ともに,一種の貴族政)に変形される一般不可能性定理に変わる｡

しかし,全く独裁性の要素がない社会的決定が常に現実に存在するかどうか疑問が残る｡

次に,先の4条件とともに,各個人の選好順序と社会的順序の両方について連結性,推移

性という2つの公理を満たさねばならないとする｡

2つの公理:

連結性 (-完全性)の公理 :

どんな選択対象 (社会状態)についても,必ず,どちらかを,より選好する (無差別を含め

て)ということを示すという性質,すなわち,全く無視して選好しないということはないとい

う性質である｡ ∀i∈N,∀3,g∈X:anyoryRx.

XRyはJをyよりも選好する (無差別も含めて)ことを示すO

推移性の公理 :

どんな選択対象についても,Xをyよりも望ましいとし,yをZより望ましいとする時には,

必ず,JはZよりも望ましくなるという性質, ∀l∈N,∀3,y,2∈X:xRy&yR2-ERE.

最後に,社会的選択関数 (ルール)を定義すると

社会的選択関数 (ルール)(SocialChoiceFunction,SCFと略す):

各個人の,いろいろな個人的選好順序を,社会的順序に変換する関数 (ルール)を社会的選

択関数 (ルール)とする｡

数式で示すと,

R-F(Rl,R2-･･･R")但し,R:社会的順序,Rl:iという個人の選好順序,F:

社会的選択関数 (ルール)

ここでの社会的選択 関数 は,Arrow 〔1〕でい う社会的厚生関数 (socialWelfare

FunctlOn)と同義であるが,ArrowとBergsonとの間には ｢社会的厚生関数論争｣という,
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内容より言葉の定義の論争があることから,われわれがこうした言葉の定義論争という不毛な

論争の枠外にいるために,以後,社会的選択関数という表現のみを使う｡なお,特にことわら

ないかぎり,この社会的選択関数は,社会的にbestのみを決定するものになる｡アロウの本

来の社会的厚生関数では,全ての選択対象について,この関数によって,一度に完全に順序づ

けることを狙っているが,現実には,bestの選択対象は何かということを知 りたいことが多

いのであるので, こうした社会的選択関数で十分であると考える｡

次に,｢アロウの一般不可能性定理｣を述べる｡

【アロウの一般不可能性定理〕

上記の4つの条件, 2つの公理を全て同時に満足するような社会的選択関数 (ルール)は,

一般的には存在しない (存在するどんな1例もありえないという意味で)｡

2.フェル ドマンの表によるアロウの一般不可能性定理の証明

Feldman〔2〕〔3〕は,アロウの一般不可能性定理を表を償うことにより,2個人 3選択

対象の場合について明快に証明した｡この表による証明は,アロウの一般不可能性定理自体の

意味,4つの諸条件,2つの公理のそれぞれの意味合いを,具体的に表により表現することに

より,明快な形にするというプラス面とともに,Ⅱの4,5でわれわれがおこなうように,他

の議論にも簡単に応用できるというプラス面を持っている｡次に表による証明をおこなう｡

最も簡単な場合,2個人,3選択対象 (I,y,a)で考え,4つの条件,2つの公理を仮定す

る｡ただし,このZでは,無差別な選好の可能性を排除し,例えばェPLyのように,強意の順

序の場合だけで考えているOここで,XPlyはiという個人がxをyより選好 (無差別性は除

く)することを示す｡この晩 ある個人の選好の可能性は,次のように6通りになるo(3!-

6)｡

(言 蟻 川 ) (; ) (i 日 量 )

但し,上位のものがより選好されるとする｡

また,2個人からなる社会を考えているので,この社会での全選好の可能性としては,次の

表1のように,36通りが考えられる｡(3!×3!-6×6-36)

この表 1の,36通りからなる個々人の選好の組合わせを前述の6つの中のいずれかの社会的

順序に変換するような,｢適切な｣社会的選好ルール (関数)は,この1で述べた4つの条件,

2つの公理のもとでは,存在できないというのが,表による ｢アロウの一般不可能性定理｣の

意味することである｡

この表から,1で述べた4つの条件を考えてみる｡

条件1の定義域の無制約性条件とは,この36通りの全可能性を認めるということである｡そ



｢アロウの一般不可能性定理｣とその政治学的合意

案 1

転転竺 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2

第 1位第 2位第 3位 X Xy yZ Z J Jy ZZ y ∬ yy XZ Z ∫ γy ZZ X .l ly XJF y X Zy yZ X

第 1位第2位第3位 3E X～ γy Z † †Z Zy y X yZ Xy Z X yZ Zy 方 X ZZ Xy y X .EZ yy X

第 1位第 2位第3位 y XX yZ Z y XX ZZ y y yl l2 2 y yX ZZ X y ZJ JZ y y ZX yZ X

第 1位第2位第3位 y XZ yX Z y XZ ZX y y yZ XX Z y yZ ZJ t+ y ZZ XX y y zZ y∫ ∫

第 1位第 2位第 3位 z XX yy Z Z XX Zy y Z yl ly Z Z yt Iy X L Elt ∫y y g ZJ グッ ズ

第 1位第2位第3位 I 十y yX Z Z Sy ZX y Z yy Xx Z Z yy Z∬ ∫ 2 gy XX y .E Zy yT t

x P yx P zy P z x f'yx ♪ Z x P zy ♪ 3 y J72 ∬ ク ツ

x P y x ♪ y x ♪ Z x ♪ y I ♪ y

x J)I x P zz ♪ y ZP y

x ♪ zy P z x ♪ Z x P zy ♪ xy LPg y P xy ♪ Z y J)x

y J)2 y P Xy P z y P zy P xI ♪ ↓ z P x y J)xI P +

x P y s py ZP I ∬ ♪ γ Z♪ x

z J)y g LIrz L)y Z ♪ y

z P y y P x y P xz P x JEP xz f)y y ♪ xz P xz py

27
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して,この無制約性を,制約性に変え,アロウの定理を否定するということは,単峰性に代表

される制約性を,この36通りの全可能性の中に入れこむことにより,36通りよりも少ない可能

性にしぼりこむことになり,｢適切な｣社会的選好ルールの存在が可能になることを意味する｡

条件2のパレー ト原理条件は,両人とも,例えばェP.y(i-1,2)という状況ならば,Jは壮

会的にも,yより選好されなければならないというもので.表 1にこの条件を通用すれば,吹

の表2のようなものが得られる｡この表2から,わかるように,表1の対角線上の選好は,全

員一致状態を意味しており,金具一致軌は,1つの社会的選択ルールとなりえることがわかる｡

この全員一致制 (-滞場一致制)は,国民に対して強力な情報操作や圧迫を加えることにより,

独裁制を維持する政治体制が民主主義を装う制度として有効で,過去,現在を闘わず利用され

ているものである｡

条件3の無関係な選択対象からの独立性条件は,たとえば表 1中の (SPly.yP23)の組合わ

せでは,他の同じ観合わせの個所でも.同じ∬,yについての社会的順序に,必ずならなけれ

ばならないことを意味する強力な条件である.こうして,この条件 3は,個々人の,ある選好

表については,同じ社会的順序を生み出す様に社会的選択ルールに強制を迫る条件といえる｡

理論的には,必要性の高い条件だが,現実を考えると厳しすぎる条件であることは確かである｡

この条件 3を表1に適用すれば,次の表3 (3A.3B,3C)になる｡条件4については証

明の中で説明する｡

独立性条件を入れると表 1は,次のように3つの表に分類されるO

表3A

× × ×

○ (⊃ ○

× × ×

× × ×

○ ○ ○

○ (⊃ ○

×･･･(ypJZ,ZPzy)の組合わせのケース

〇･･･(zpJy.yP21)の組合わせのケース
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*3B

△ △ △

A △ △

△ △ △

□ □ [コ

[コ □ [コ

〔コ □ [コ

※ ※ ※

※ # ;求

〔アロウの定理の証明〕

表1の第1行,第2列の選好個所

(喜言)

△･･･(xplZ.ZP2X)の租合わせのケース

ロ･･.(BPIX.XP22)の租合わせのケース

奴 ･･･(xp)y,yP2X)の組 合わせの ケース

から考えてみよう｡条件2のパレート原理粂

件より,J:Py,エPZとなる.この&Py,dzを満足するのは,次の3つのケースに限定される｡

(但し,連結性,推移性の2つの公理は仮定されている)

① EPy,EPz,yPz･･･-･･････ケースⅠと呼ぶ

② XPy,xPz,dy･---･･ケースIIと呼ぶ

③ xpy,J:Pz,ytz･--･･-･ケースITと呼ぶ

無差別性 (I)を考えないとしているのに,ケースⅢを考えるのは矛盾しているが,以下で

証明するように,ケースⅢでは矛盾が生じ,もともと考えられないケースであることが判明す

るD

まず,ケースⅠについて検討する｡

(a) ケースⅠ-yPz
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yPZ yP2 yPZ

yPz yPz yPz

yPz yPz yPz

xPz xPz xPz

xPz xPz xPz

∫Pz xPz xPz

上記の表2の空自のところを,表3で表わした条件3の無関係な選択対象からの独立性条件

を,何回も適用して,うめていくという方法をとる｡

表3Aでの×印のところを,yPzとしてうめていくと次の表4Aになる｡

次に,表4Aの1行5列E]のところを注E]すると,パレー ト原理条件からd y(表2)と

なっている｡この3TPyとyPzとから,推移性によりEPzとなるO表3Bの△印に,この1行

5列EZの個所はあたることにより,表3Bの△印のところは,全て∬PzとなるはずであるO

こうして,次の表4Bのように,うめられる｡

この表41号の2行6列目のところに注目すると,パレート原理条件からzPy (表2)となっ

ているDこのzPyとxPzとから,推移性により,xPyが成立するo表3Cの洪印に,この個

所があたることにより,表3Cの他の※印の個所もEPyが成立するはずである｡こうして,

次の表4Cのように,表3Cの※印がうめられる｡

JPy xPy SPY

tn. XPTy ∫Py

SPY ∫Py ∫Py

zPy zPy zPy

zPy zPy zPy

zPy EPy zPy

表4Cの5行4列E]のxPyに注目し,さらに,表2では,この個所ではzPxが成立してお

り,zPxとxPyに対して推移性を適用するとZPyとなる｡表3Aでは,この5行4列日は○



｢アロウの一般不可能性定理｣とその政治学的含意 31

zPx ZPx ZPx

zPx zPx zPx

zPx zPr zPx

yPx yPx yPx

yZ'x yPx yPx

yPx yPJ yPx

印にあたるところであるため,条件3により,表3Aの○印は全てzPyになる｡こうして,

次の表4Dができあがる｡

表4Dの6行 3列目のzPyに注目し,また表2では,この個所は,yPxが成立しているo

zPyとgPxに対して推移性を適用するとzPxとなるQ表3Bで柱,この6行3列目は□印に

あたり,こうして,条件 3より,表3Bの□印は全てzPxになる｡こうして,表4Eができ

あがる｡

表4Eの4行 1列日のZPxに注目し,また表2では,この個所でyPzが成立している｡yPZ

表 5

SPYxPzyPz 1yI xPyxPzyPz iy2 XPZyPzspy 1ya yPzxPzSpy ∫y2 xPyyPzxP z ∫y2 yPzxPzxPy Xy2

xPyxPzZPy ∫Iy xPyXPZZPy 1Iy xPzxPyzPy 1Iy xPzxPyzPy 123 xPyzPyxP.E iIγ zPyxPzxPy ∫Iy

xPzyPzyPx y∫I xPzyPzyPx y∫a xPzyPxyP z γ∫I yPxyPZxPz y∫E yPzxPzyPx ∫千3 yPZXPZyPx y∫2

yPzzPxyPx ya∫ yPz.FPxyPx yI千 yPxyPzzPx ya∫ yPZyPxzPx yI∫ zPxyPzyP∫ yI∫ yPxyPzZPX y2∫

SPYzPyzPx 2∫y xPyzPyzPx .I∫y xPyZPyzPx a∫y ZPxxPyLPS aXy SpyzPxzPy a∫y zP∬zPyEPy I千∫
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とZPxに対して推移性を適用するとyPxとなる｡表3Cでは4行1列目はLl印にあたり,こ

うして条件3より,表3CのL=印は全てyPxになり,次の表4Fになる｡

4Aから4Fまでの6つの表を,表Zに書き込んでいけば,次の表5のようになる｡

この表 5と表 1とを比較すれば,個人1の選好が,全て,そのまま,社会的選好順序になっ

ていることがわかる｡このことから,個人1が独裁者になlDていることがわかる｡表5の状態

は,個人1が独裁者であることを示すが,表5のようにならないことが条件4である｡

(b) ケースⅡ-zPy

ケースⅠのように,表3Aの1行2列日の個所をzPyとおいて,同じ様にやっていくと,表

5の転置した表ができあがる.この場合は,個人2の選好が全て,そのまま社会的選好順序に

なっている｡こうして,ケースⅡでは,個人2が独裁者になっている｡

(C) ケースⅢ-yIZ

ケースⅠ,Ⅰのように,表3Aの1行2列日の個所をyIZとおいて3Aの×印のところに

入れてみる｡そうすると,次の表6になる｡

表 6

表2と表6の3行2列目では,それぞれェPz,ylzであり,こうして推移性によりEPyとな

るのに対して,同じく4行 5列目ではそれぞれ,EPS,yIZであることから推移性によりyPx

となり,全く逆の社会的選好順序になるという矛盾が生じているQこのため,このケースⅢは

考えられないケースであることがわかる｡

結論として,ケースⅠ.Ⅱより,個人1が独裁者になるか,個人2が独裁者になるか以外に

は考えられず,条件4の非独裁性条件と,他の3つの条件,2つの公理と両立しないことがわ

かる｡

(アロウの一般不可能性定理の表による証明終了)
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Ⅰ アロウの一般不可能性定理の公理 と条件の政治学的含意

1.2つの公理について

この連結性と推移性が成立しているという状況は,合理的な判断が常にできるということと,

豊かな社会的経験をしているということが必要であり,成熟 している人間を前提している｡

人々がかなり高い教育水準 (独学によってであれ,学校数青によってであれ)にあることが前

嬢とされている｡

2.定義域の無制約性条件 (条件1)について

この条件は,人々が自己の選択を考える時,はじめから外的な,どんな制約を受けないとい

うことである｡たとえば,日本の戦前の天皇制下の国体批判を厳禁すること,またソ連崩壊前

のソ連共産党の理論的基盤であったマルクス ･レーニン主義批判を許さないこと,さらに毛沢

東批判を許さなかった文革時代の中国の状況,はないということ,すなわち,｢タブー｣の存

在を許さないなどがこの条件 1にあたる｡

こうした痩端な場合はともかく,Ⅰの1で述べたように,個々人が単峰性をもつ選好を示す

場合には,アロウの走薫別ま成立しなくなる.(大谷 〔10〕第3章を参照のこと)

3.非独裁性条件 (条件4)について

アメリカではヒトラーのような独裁者が生れないといわれているように,アメリカ人は独裁

者の登場に,つよい嫌悪感を持っていると考えられる｡このアメリカ人の考え方は,アメリカ

の ｢独立宣言｣にみられるように,イギリスの国王のアメリカ植民地に対する独裁者的行動へ

の強い告発でもうかがえる｡独立達成後も,｢ザ ･フアデラリスト｣とジェフアソンとの指導

者間論争にみられるように,立法府の権力集中-の危倶から3権分立制の主張,また,連邦政

府の権限拡大への危倶から州権を強めようとする動きからもわかる｡この非独裁性条件は,樵

移性公理を,すこしかえることにより,非拒否権者存在制,非寡頭グループ支配制-と形がか

わってい く ｡(鈴村 〔9〕第3章,大谷 〔10〕第2章を参照のこと)

4./YL,-ト原理条件 (条件2)について

Ⅰの1で述べたパレート原理条件は,厚生経済学でのパレー ト効率 (最適)性を,政治学用

帯で表現しなおしたもので,｢全員一致-社会的決定｣原理ともいえるものである｡この決定

原理は,よく使われている多数決による社会的決定庶理を極端な形にしたものであり,民主主

義の原理の一つであるC各人は,知軌 身体軌 環境的にちがいがあるのが現実であるにもか

かわらずこの原理は,全点に,すべての決定過程について平等であることを前提とする｡ この

た軌 その社会の構成員が,同一の情報を与えられていること,全点の高いレベルの知性,同
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じ公平観,社会観をもつという非現実的なことを前操としないかぎり無理があり,全貞一致の

決定は必ず社会的決定にするという考え方は,現実には異なる考えの自由をその社会に許容し

ないことになり,平等主義から生じる暴政 (トクヴィルのいう多数者の専制)になる危険性が

大きいDファシズム国家,崩壊したソ連,東ヨーロッパの社会主義諸国の選挙が,ほぼ全員一

致に近い投票結果になっていたことからも,このパレート原理条件を課すことは ｢アロウの一

般不可能性定理｣のモデルが必ずしも健全な社会のモデルであるとはいえないことを示唆して

いる｡こうして,この4で論議されるように,パレート原理をはずした場合の ｢アロウの定

理｣を考えてみることに意義がある｡

以下でみられるように,パレート原理をはずした場合の結果については,反独裁者という自

由主義者が登場するという予想外の結論が出てき,今後もさらに検許される余地があると我々

は考える｡

このパレート原理条件をはずした場合のアロウの定理は次のようになる.

〔パレート原理をはずした場合のアロウの定理〕

上記の条件 1,3,2つの公理を満足するような社会的選択関数は,次の3つのいずれか,

1つのケースにならざるを得ない｡

a.すべての選択対象について無差別状態におちいる｡

(-いいかえれば,社会的選択関数は存在しえないということ)

b.ある個人が独裁者にならざるを得ない｡

C.ある個人が反独裁者にならざるを得ない｡

このCの,反独裁者である個人の定義とは次のようなものである｡

反独裁者の定義 :

社会的選好順序と常にすべて相反する個人的選好を持つ個人のことを反独裁者という｡

この定理を表によってわれわれは以下のように分析 ･証明する｡

個人1, 2と3選択対象3,g,Zからなる最も単純化された社会を考える｡｢パレート原理を

はずした場合のアロウの定理｣の1つである,すべての選択対象が無差別である時,すなわち

JIJyIlZ(l'-1,2)の時には,条件2の有無にかかわらず当然社会的選択関数は存在しないとい

うことになり必ず成立するため,ここではこの場合を除く｡こうして,強意の選好順序PIで

考えることにする｡Ⅰで示したように,各個人の選好順序は次のとおりである｡(3!-6)

( 書目 ;日 射 三 日 f) (重 )

条件1 (定義域の無制約性)より,この社会では,6×6-36通りの,2個人からなる選好

順序の組合わせが考えられる｡これを表にしたのが前掲のⅠでの表1である｡
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表 8

zPyPx yPxzPx zPxzPy zPy yPx

yPxzPx yPzPx zPx yPxyPz yPZ

zPxzPy .qPI ZPxPy xPyzPy xPy

BFy xPyzPy xPzPy xPz xFyxPz

yPx yPxタpz xPz yPxPz xPzyPz

yPz xPy SPYxPz xPzyPz xPyPz

ZPyPx ZPxyPxyPz zPxzPyxJサ ZPy1 yPxyPz∬Pz yPzxPzxPy

yPxzPxめ yPzFx zPxSPY.EPy JtPzxPyyPz yPxyPzxPz yPzxPzxPy

zPxzf>yPx zPxyP之yPx zPxPy xPyZPy一 tLxPzyPx SPYyPzxPz

zPyzPxyPx yPzzPxyPx xPyzPyzPr xPzPy xPzyPzyPx xFyyPzxPz

yPxzPyzPx yPxyPzzPx SPYzPyzPx xPz∫PyzPy yPxPz xPzyPzSPY

zPyzPxyPx yPzzPxyPx SPYzFyzPx xPyZPyxPz xPzyP之yPx xPyPz

次に,この表1より,条件2 (パレート原理条件)は,成立しないということを導き出すと,

表 7のようになるoこの表7は,たとえば表 1の第1行第2列日ではxとyとの選好につい

て,個人1,2ともxをyよりも選好している (これらをxPly,EP2yと,それぞれ記号化す

る)ので,条件2が成立しないためには社会的選好はyPxとならざるをえない｡このため,

表 7の第1行第2列目はyPxと記すことになるO他のxと2,gとZとの選好についても同じ

である｡また,表 1の対角個所の,たとえば,第1行第1列Erでは,xP.yPlZ,XP2yP22である

が,この個所で条件2が成立しないためには,社会的選好は,zPyPXとならざるをえないQ

値の対角個所も,同じようにして求められる｡

最後に,表1より,条件3 (無関係な選択対象からの沸立性条件)を示すための準備作業と

して前掲のⅠでの表3A,表3B,表3Cを導き出す｡

この表3A,3B,3Cを使って,社会的選択関数を表によって導く｡表 1の第1行第2列

" (ii )

の個所に,まず注目するCこの個所は表7では,yPx,ZPxとなっている｡この時,(アロウの

定理)の証明でのようにyとZとについては,yPzか (ケースⅠと呼ぶ),ZPyか (ケースⅡ

と呼ぶ)のいずれかが成立するはずである｡

(ケースⅠ)yPZの場合
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この場合は,表3Aより,×印のところは,すべてyPZとなる｡そうすると,第3行第6

列目の個所では,×印よりのyPzと,表7からの&Pyと,推移性とが成立することから,

xPzという社会的選好が得られるO

この時,表3Bより△印はすべてCPEとならざるをえない｡第1行第4列日も当然EPzと

なり,表7からのzPyと,推移性の成立とから,エPyとなる｡この個所は表3Cによれば穎

印にあたることから,猟印の個所はすべてEPyとなる｡さらに,第2行第3列日に注目して,

※よりEPy,表7よりZPx,推移性の成立からZPyとなり,○印はすべてLPyとなる｡第5

行第1列目は,○印より之Py,表7よりyPx,推移性の成立よりZPxとなり□印は,すべて

zPCとなるO最後に,第6行第2列目は,表7よりyPZ,□印よりzPx,これらと推移性の成

立とから,yPxとなり,D印はyPxとなることがわかる｡

こうして,表3A,3B,3Cのすべての印の社会的選好がわかったので,これらを表7に,

すべて書き込むと,次の表8のようになる｡この表を整理したものが表9である.この表9が

(ケースⅠ)の場合の ｢パレート原理をはずした場合のアロウの一般不可能性定理｣の社会的

選択関数の表である.表9を検討すると,第1列削ま第6行E].第2列日は第4行臥 第3列

目は弟5行目,第4列目は第2行目,第5列目は第3行目,第6列日は第1行目,だけが,そ

れぞれ個人1の選好順序が社会的順序になっている｡すなわち.この6つの個所では,個人1

は独裁者となっているわけである｡他の30の個所の場合は個人1,個人2の選好順序のいずれ

とも同一の社会的順序ではない｡これを ｢パレート原理を含むアロウの一般不可能性定理｣の

(ケースⅠ)から導かれる,個人1がすべての個所で独裁者となる表5と比べると,そのちが

いは明白である｡

この独裁者があらわれる6個所の場合を除く30個所では,例えば,表9の第1列日の第1行

目から第5行目までは,zPyPxとなっているが.この社会的選好は,表1での個人2の選好

での,Xとy,yと2,2と3:それぞれについてEP9,gPz,XPZとなるものと全く逆の選好を示

している｡こうして,表9での,個人1が独裁者となる6個所以外の,30個所すべては,個人

2が反独裁者となる個所であるといえる｡同じことは次の (ケースⅠ)の表10についてもいえ,

個人2が独裁者となる6個所以外の,30個所すべてについて個人1が反独裁者となっている｡

(ケースII) ZPyの場合

この場合は,(ケースⅠ)の場合と同じようにして,表7に,すべての印について,社会的

選好順序を導いてうめていくと,表10のような社会的選択関数の表になるoこの表10では各行

に1個所づつ,個人2が独裁者となる個所があることがわかる｡｢パレート原理を含むアロウ

の一般不可能性定理｣の (ケースⅡ)から導かれる個人2がすべての個所で独裁者となる表と

比べると,そのちがいが (ケースⅠ)の場合と同様に明白である｡また,表10の他の30の個所

は,すべて個人1が反独裁者になっている｡

以上で ｢パレート原理をはずした場合のアロウの一般不可能性定理｣の表による証明は終了
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第1位第2位第3位 ayI yI1 2Iy iIy y∫～ ∫y～

第 1位第2位第3位 Z∫十 yI∫ ∫∫γ ∫Iγ y∫I 十yI

第1位第2位第3位 IyX yII I十〟 ∫Iy y∫I ∫yI

第1位第2位第3位 Iy∫ yI∫ I∫y ∫Iy yII ∫yI

第 1位第2位第3位 Iyi ya1 Ir〟 ∫Iy yTa ∫y～

ayX I∫∫ ZyX ay1 ay∫ a∫I

y2X yI∫ y2∫ y～X yai ya†

～Iy ～Iy ∫二ry ZIy ZIy aIy

一Iγ 1Iy ∫Iy .IIy 1Iy 一ay

y-I y1I y∫I y∫I ∫XI yII

IyI ∫yI ∫yI 1∫I 1yI ∫yI

した.

5.無関係な選択対象からの独立条件 (条件3)について

この条件の政治的含意は,2つの選択対象だけから,どの選択対象を選ぶかを決定するとい

うもので,第3の選択対象は全く考慮されないという政治状況を考えているということになる｡

かなり,厳しい条件であり,アロウの定理の弱点は,この条件3にありとする主張が多い｡こ

の小論では,蘭の4につづいて,われわれは,この条件3をはずした定理を表によって分析 ･

証明する｡そのために ｢アロウの一般不可能性定理｣の別の表現であa,次の ｢アロウの独裁

制定理｣を使う｡

〔アロウの独裁制定理〕

上記の条件 1,2,3,2つの公理をすべて同時に満足する社会的選択関数は独裁的なもの

になる｡

われわれが分析 ･証明しようとする〔独立性条件をはずした場合のアロウの定理〕は次のよう

なものである｡

〔独立性条件をはずした場合のアロウの定耳〕

2個人 3選択対象の場合で.条件 1より考えられる36の場合のうち,3選択対象のいずれ

か 1つの組合せについて,1つの場合で独立性条件が成立しない時には,2個人が全く同じ選
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好を示す6つの場合を除く30の場合のうち,その一つの場合でアロウの独裁制定理が成立しな

くなる｡(すなわちアロウの一般不可能性定理が成立しなくなる)

この定理により,2個人,3選択対象の,最も簡単なアロウの定理でも,考えられる36の場

合のうち,30の場合のなかの1つの場合で,独立性条件がくずれると,アロウの定理がいえな

くなってしまうことがわかる｡

この独立性条件がアロウの定理でとり入れられているのは,あまりに厳しい条件で,問題で

あるという批判は,①現実的でない条件という批判と②アロウの定理をより根底的に批判しよ

うとする,2つの方向からおこなわれている｡

① 独立性条件は,社会的選択をする場合,4つの条件の中で最も現実的でないとする批判

この批判は,われわれが個人的選択をする場合,Eとyとの選好順序を決めるときでも,普

通の状況では,第3の選択対象Zをも考えに入れて選択しているのだから,こういう独立性条

件は,あまりにも厳しすぎ,現実的でないとする批判である｡この(Dの批判に対しては,Zを

一応考慮 しても最終的には,Zをはずして,Xとyとの比較により決定しているという反批判

と,アロウの定理の表による分析と証明ではっきりするが,理論的簡潔さを求めるため,この

条件は必要不可欠だという反批判がある｡

② アロウの定理の構成は,そもそも,この独立性条件に,その弱点が現れているという根

底的な批判

アロウの定理は序数的順序を前漣に議論されているが,(卦の批判はこの独立性条件を掲げる

ことにより,Zという一種の基準となる効用水準に頼らず,3とyとの序数的順序にのみ頼っ

ていることからも,アロウの定理の序数的効用依存性がはっきりしているという解釈をとる｡

ところがアロウの定理の具体的応用例が多数決制であることから,現実の例としてアロウの定

理は基数的順序をとっている.こうして,抽象的段階での序数的順序の採用と具体的段階での

基数的順序の採用 (多数決制など)とは矛盾があるという批判である｡独立性条件を序数的順

序の前提を完全に意味するものと解釈する方法は検討に値する解釈で,もしこの解釈が成立す

るなら,アロウの定理の構成についての根底的な批判になる｡この点については大谷 〔10)の

第8章第3節と補給3を参照されたい｡

以下,〔独立性条件をはずした場合のアロウの定理)の表による証明をおこなう｡Ⅰの ｢アロ

ウの定理｣の証明の (ケースⅠ)でおこなったように,個人1が独裁者になるという表5を導

くところまではⅠと同じであり,(ケースIl)の場合は,個人Zが独裁者になる｡ここでは,

(ケース1)の場合で,独立性条件をはずす場合を考える｡

独立性条件が表4A,4B,4Cの1行6列日の個所で,はずれている場合を考える｡(無差

別性の形ではずす場合は社会的選択不可能のため除外)
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この個所で,まず,独立性粂件を1つだけはずす｡

yとZとについて,はずすと,この1行6列目は

(Ffy;)
となり,社会的順序としてはxPzPyとなり,アロウの定理の証明結果である表5でのxPyPz

とは一致しない (ここでは考えないbestのみ選択する場合は一致するが)｡Cと2とについて

はずすと,この1行6列日は

:rJ:;)
となり,社会的順序としては循環しており,社会的決定ができないD

Rとyとについてはずすと,この1行6列巨は

(.:喜･:;
となり,社会的牒序としてはyPxPzとなり,表5での3:PyPZとも異なる｡

次に,2つはずす場合は,

Uと2,3と2とについてはずすと,この1行6列日は

(蓋pp:)
となり,社会的順序はZPxPyとなり,表5と異なるo

yと2,∬とyとについてはずすと,この1行6列日は

(≡;)
となり,社会的順序は,循環のため社会的決定ができない｡

Cと2,3とyについてはずすと,この1行6列日は

菅
となり,社会的順序は,yPzPrとなり,この2つはずす3つのケースは,すべて表5に一致

しない｡
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最後に,yとZ,JとZ,∬とUのすべてについて,はずすと,この1行6列日は

菅
となり,社会的順序はZPyPxとなり,表5に一致しない｡

こうして1行 6列目について独立性条件をyと2,3と2,3とy,いずれの選択の場合には

ずしても,またいくつはずしても,表5には一致しないoこのことは他の非対角個所のいずれ

についてもいえる.

こうして,最も単純な ｢独立性条件をはずした場合のアロウの定理｣が,独立性条件を30個

所で,はずして成立することが表によって証明されたO

なお,表11は表2に,表4A-4Fが成立しない場合 (-独立性条件をはずす場合)を加え

たものであるO表11の非対角個所の○印部分が独立性条件をはずれた場合で,各個所で,1つ

でもこの○印のような選好順序になる時,表5が成立しなくなりアロウの定理は成立しなくな

る｡ただし,表11の○印すべてが同時に成立する場合は,個人2が独裁者になる上記Ⅰでの

(ケースⅡ)になり,アロウの一枚不可能性定理が成立する状況にもどる｡

蓑11

SPYyPzxPz SPYxPzOzPy ∫r-yPzOyPx yPzOzPxOyPx メPyOzPyOzPx 0.gPyO zPxOyPr

XPZxPyOyPz xPzSPYzPy xPzOyPx OzPxOyPx SpyzPy zFyzPrOyPz OyPz OzPx OyPx

yP之xPz○xPy xPzOzPy yPxyPZxPz yPzyPx O zPyOzPx yPxO zPyO.ーPy OzPx 0∬Py ○.EPS

yPzOJPZOxPy 0ZPyOxPzOxPy yPzyPxOxPz yPz.yP. 2PxOaPyOxPy zPryPxOzf>

xPy○yPz(⊃xPz LryxPyOxPZ OyPz○xPz○yPx 2PxOyPzOyPx 2PxzPyxPy zPxzPyOyPx

Ⅲ アメリカ民主主義の原理との関連性

アロウの定理を構成している2つの公理と4つの条件には,素朴な形で,アメリカ民主主義
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の原理が含まれている0

2つの公理,条件 1,条件3,条件4は,民主主義が成立するためには,国を構成する人々

がかなりの知的水準に達していることが必要であることを示している｡イギリスからの独立達

成後,アメリカの指導者達が教育 (掛 こ国民が常に公共的な面を考えるという点についての)

の重要性を強調していることは,これらを満たすためであるといえる｡

条件 1,条件2,条件4は,アメリカの民主主義が確立されるための前提といえるもので,

ヨーロッパ諸国のような封建制を経ることなく,近代社会に入っていったアメリカの社会独自

の政治的条件といえる｡条件 1は,どんな選択対象でも批判され,比較されるものであること,

条件4は,3権分立制を,たとえ行政府の長である大株額でさえ守ろうとする伝統がアメリカ

にはあること,条件 2は,民主主義では当然の前提であるが,反面アメリカ建国後の民主主義

確立の過程で,多数派による専制の現象が生じてくることの危倶と反省を示しているもの,と

解釈できよう｡

Ⅳ 結 論

アロウの一般不可能性定理は,社会科学のどの分野に屑するのか,という議給は,アロウの

定理の意義を闘うものであろうが,この議論に決着をつけることなく,専門雑誌 Soeial

choiceandWelfareを代表として.多数の論文が続々と発表されているoこの小論では,こ

のアロウの定理の①わかりやすい証明,②それぞれの公理,条件の内容について,政治学的含

意をさぐること,③条件 2,3をはずした場合について,われわれの表による証明,④これら

公理,条件のアメリカ民主主義原理との深い関連性の指摘,を試み,アロウの一般不可能性定

理が政治学にかなり近い位置にあることを示した｡
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